

















本件基本契約において､ 加盟店経営者 (Ｘら) とYとはそれぞれ独立
の事業者とされ､ 加盟店経営者は独自に商品の仕入れができるとされて
いたが､ 実際上､ 加盟店経営者はYの提供する発注システム (以下 ｢本





















そこでXらは､ Yに対し､ 本件基本契約等に基づき､ YがXらに代わっ
てした商品仕入代金の支払状況等､ すなわち､ 支払内容 (支払先・支払
日・支払金額・商品名及び単価・個数) 及び各仕入業者からYが受領し
た仕入値引高の受領内容につき報告 (以下 ｢本件報告｣ という) を求め
た｡
一審判決 (東京地判平成19年１月12日公刊物未登載) は､ 以上のよう































｢本件委託｣ という｡) という法律関係にあるものと解される｡ したがっ















(以下､ これを ｢本件特性｣ という｡) が存することは明らかである｡｣
｢本件基本契約には､ 本件発注システムによる仕入代金の支払に関す
るYから加盟店経営者への報告については何らの定めがないことは前記





















法656条､ 645条) が認められない理由はなく､ 本件基本契約の合理的解
釈としては､ 本件特性があるためにYは本件報告をする義務を負わない
ものと解されない限り､ Yは本件報告をする義務を免れないものと解す


































本判決は､ ①本件委託は準委任 (民法656条) の性質を有するとし､
②本件基本契約に本件報告義務に関する定めなしとした｡ そのうえで､
③民法656条､ 645条の適用が認められない理由はなく､ さらに､ ④本件























ン協会によれば､ フランチャイズとは､ ｢事業者 (『フランチャイザー』
と呼ぶ)が他の事業者 (『フランチャイジー』 と呼ぶ) との間に契約を結
び､ 自己の商標､ サービス・マーク､ トレード・ネームその他の営業上
の象徴となる標識､ および経営のノウハウを用いて､ 同一のイメージの










































 金井高志 『フランチャイズ契約裁判例の理論分析』 (2005)４～５頁｡
 金井・後掲 ｢判批｣ 10頁､ 高田・後掲 ｢判批｣ 21頁､ 奈良・後掲 ｢判批｣９


























 川越憲治 『フランチャイズシステムの法理論』 (2001) 92頁､ 95頁､ 96頁､ 小
塚荘一郎 『フランチャイズ契約論』 (2006) 51～52頁｡

























 我妻栄 『債権各論上』 (1954) 47～48頁､ 同 『債権各論中一』 (1957) 220～221
頁､ 来栖三郎 『契約法』 (1974) 739頁｡










一方､ 近時は､ 典型契約の意義を積極的にとらえる立場がある｡ この
立場によると､ 典型契約には､ ①分析基準機能のほか､ ②内容調整機能､
③創造補助機能がある｡
①分析基準機能とは､ 契約類型が法的カテゴリーとして存在すること
によって､ 個別の契約内容を分析する際のツールとなり､ また､ 契約に
ついての一定のイメージを形成し情報伝達することができる点に関する
機能である｡ ②内容調整機能とは､ 契約内容を妥当なものに整える機能













 大村敦志 『典型契約と性質決定』 (1997) 351～352頁､ 山本敬三 ｢契約法の改
正と典型契約の役割｣ 別冊ＮＢＬ51号８頁 (1998)､ 潮見佳男 『契約各論Ⅰ』











情として､ ｢商品の仕入れは､ 加盟店の経営の根幹を成すもの｣ である
から､ ｢仕入代金の支払についてその具体的内容を知りたいと考えるの
は当然｣ であること､ 運営者側の事情として､ ｢Yに集約された情報の
範囲内で､ 本件資料等提供条項によって提供される資料等からは明らか
にならない具体的な支払内容を加盟店経営者に報告することに大きな困






















づき､ 受任者の報告義務が認められると判断した｡ しかしながら､ 本
件基本契約に､ 通常の準委任と異なる ｢本件特性｣ が存在することから､
本判決はさらに､ ｢本件特性｣ が (民法645条も含めた) 準委任契約に関
する規定全体を適用しない趣旨か否かを検討する｡
｢本件特性｣ とは､ Yに､ ①仕入代金相当額の費用前払請求権 (民法
649条)､ ②支出の日以降オープンアカウントによる決済の時までの利息
償還請求権 (民法650条)､ ③仕入代金支払について報酬請求権 (商法








 高田・後掲 ｢判批｣ 21頁､ 金井・後掲 ｢判批｣ 10頁､ 後藤・後掲 ｢判批｣ 86
頁､ 奈良・後掲 ｢判批｣ 10頁､ 沖野・後掲 ｢判批｣ 51頁､ 山本・後掲 ｢判批｣
44頁｡ これに対し､ 吉永・後掲 ｢判批｣ 94頁､ 野澤・後掲 ｢判批｣ 151頁は､
運営者の報告義務の根拠は､ 民法645条ではなく､ 本件委託が準委任契約である
ことも含めた､ ｢本件基本契約の合理的解釈｣ であるとする｡
 実質的には､ これらの請求権は実現されているという指摘もある (吉永・後
掲 ｢判批｣ 99頁､ 奈良・後掲 ｢判批｣ 11頁)｡ すなわち､ オープンアカウントに
よる決済方法により､ 運営者は毎日膨大な額の送金を加盟店経営者から受けて
おり､ 当該金員を無利息で運用できる｡ 報償請求権に関しても､ 運営者はこう
した決済システムの提供も含めて対価 (ロイヤルティ) を徴収しているといえる｡
がら､ 本件基本契約全体から見ると､ Yに対するメリットが多い｡ すな








したがって､ 本判決は､ ｢本件基本契約の合理的解釈としては､｣ ｢本
件特性があるためにYは本件報告をする義務を負わないものと解するこ
とはできない｣ とする｡ これは､ 本件基本契約全体の合理的解釈から考
えて､ ｢本件特性｣ は (民法645条も含めた) 準委任契約に関する規定全
体を適用しない趣旨ではないという判断である｡
三 評価















































判断をする際にも､ 本判決が採った枠組みである､ 加盟店側の事情 (当










て考え､ 費用については､ 債務の弁済のための費用 (民法485条) とし








 なお､ 差戻審 (東京高判平成21年８月25日消費者法ニュース81号356頁) で
は､ 支払内容と仕入値引高の受領内容 (支払者・受領日・受領額・一個あたり
の受領金額) が報告義務の内容として認められた｡














本稿は､ 平成21年度科学研究費補助金 (若手研究 (スタートアップ) 課
題番号20830009) の助成による研究成果の一部である｡
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